
 
 
 
 
 
 

 

志摩市行政改革実施計画 
（平成１７年度～平成２１年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            

 
 

平成 19 年３月改訂 

志  摩  市



―――――――  目  次  ――――――― 
Ⅰ 市民と協働のまちづくりの推進 
１． 市民参画の仕組みづくりと NＰＯ等の支援  
（１） 市民参画の仕組みづくりの推進 
○ まちづくり基本条例の制定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
○ ＮＰＯ等のネットワークの構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

（２） 自治会・ＮＰＯ等への支援 
○ 自治会活動にかかる助成（金）による支援・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 
 ２．情報提供の推進  

（１）市政情報の積極的な提供 
○ ホームページの充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 
○ ＣＡＴＶ行政番組の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
○ 広報紙の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
○ 財政情報の公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
○ 会議録検索システムの構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 
○ ケーブルテレビでの議会放映・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

（２）広報広聴の充実 
  ○広報広聴機能の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 
（３）市民との対話の推進 
○ 市政説明会等の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

 
 ３．情報公開と個人情報保護の推進  
（１）情報公開の推進 

○ 情報公開の適正な運用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 
（２）個人情報保護の推進 
○ 個人情報保護の徹底・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 
Ⅱ 簡素で効率的な行政経営の展開 
 １．市民サービスの向上  

（１）市民サービスの質的向上 
○ 相談窓口の明確化（総合相談窓口の設置）・・・・・・・・・・・・・  ６ 
○ 証明書自動交付機の設置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

（２）電子市役所の構築 
○ 地域イントラネット施設整備の実施・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 
○ 情報セキュリティポリシーの充実・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 
○ 地図情報システムの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 
○ 公共工事設計積算システムの整備等・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 



 

２． 民間手法の活用  
 （１）アウトソーシングの推進 

○ 指定管理者による公の施設の管理・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 
○ ごみ収集運搬業務の民間委託・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 
○ 放課後児童クラブの運営業務委託・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 
○ 学校給食センター配送業務の民間委託・・・・・・・・・・・・・・・ 10 
○ 水道メーター検針員・料金徴収員の民間委託・・・・・・・・・・・・ 10 
○ 市営住宅の管理業務の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 
○ 民間住宅の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

（２）ＰＦＩ等民間活力の活用 
 
 ３．職員の意識改革  
  （１）職員の資質向上と意識改革 

○ 計画的な職員研修の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 
○ 職員研修の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 
○ 技術職員研修の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 
○ 土地行政関連事務取扱者の育成・研修・・・・・・・・・・・・・・・ 13 
○ 財務会計システム研修の開催・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

  （２）人事制度の改革 
○ 人事評価制度の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

（３） 働きやすい環境づくり 
 
４．定員管理・給与の適正化  
 （１）定員管理・給与の適正化の推進 

○ 定員適正化計画（人事管理計画）の策定・・・・・・・・・・・・・・ 14 
○ 諸手当の総点検の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

 
 ５．組織機構の改革  
  （１）組織機構の改革と活性化 

○ 組織機構の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 
○ 健康福祉部の再編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

  （２）支所機能の見直し 
○ 支所機能の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

  （３）庁舎建設に向けた検討 
○ 市庁舎建設整備の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

（４） 庁内分権の推進 
○ 予算編成に枠配分方式の導入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

  （５）災害時の危機管理体制の整備 
○ 職員初動マニュアルの作成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 
○ 防災行政無線基本計画の策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 



  

○ 緊急時職員等参集システムの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 
 
Ⅲ 健全財政運営の推進 
 １．計画的な財政運営  
  （１）経常的経費を中心とした歳出の削減 

○ 人件費及び物件費の削減・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 
○ 公債費の抑制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

（２）補助金・扶助費の見直し 
○ 補助金・扶助費の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

  （３）予算編成方式の改革 
○ 予算編成方式の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

  （４）外郭団体等の改革 
○ 文化スポーツ課関係外郭団体等の自主的・自立的な運営基盤の確立・・  20  
○ 漁業協同組合等の経営基盤の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

 
 ２．事務事業の見直し  
（１）事務事業の見直しと再構築 
（２）行政評価制度の構築及び環境問題への取組み 
○ 行政評価制度の導入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 

  （３）公共事業の抑制と重点化 
○ 公共事業総合推進本部の設置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 

 
３． 公営企業の経営健全化  
 （１）公営企業の経営健全化の推進 

○ 水道事務所（志摩町和具・浜島）の業務移転に伴う事務所の閉鎖・・・ 22 
○ 下水道事業経営の健全化の検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 
○ 病院事業経営健全化の検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 

 
 ４．歳入の確保  

（１）財源の確保と受益者負担の適正化 
○ 市税収入の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 
○ 住宅新築資金等貸付償還事務の徴収体制の強化・・・・・・・・・・・ 23 
○ 新たな財源の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  24 

 ５．公共施設の見直しと財産の有効活用  
  （１）公共施設の適正配置と管理運営の見直し 

○ 保育所の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 
○ 斎場・火葬場の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 
○ 下水道処理施設の一体的民間管理委託の検討・・・・・・・・・・・・ 25 

  （２）財産の有効活用の総合的推進 
○ 財産台帳の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 



  

各ページの見方について 
 
 
 

（一例） 
Ⅰ 市民と協働のまちづくりの推進 

（志摩市行政改革大綱の、行政改革の取り組む方向性  大分類項目について記載しています。） 
１．市民参画の仕組みづくりとＮＰＯ等の支援  

（志摩市行政改革大綱の、中分類項目について記載しています。） 

（１）市民参画仕組みづくりの推進  

（志摩市行政改革大綱の、小分類項目について記載しています。） 

項 目 
まちづくり基本条例の制定 
（取り組む施策項目について記載しています。） 

ＮＯ （整理番号）

所 管 
企画部企画政策課 
（事業の担当部課を記載しています。） 

関係課等
 

（事業の関連部課を記載しています。）

取
組
内
容 

まちづくり基本条例に関する講演会や講座を

開催し、広く市民に啓発するとともにまちづ

くり基本条例市民懇談会を設置し、意見を徴

しながら有識者等のアドバイザー報告を受け

て「まちづくり基本条例」の制定に向けて検

討を行っていきます。 

 
（施策の具体的取り組み内容について記載していま

す。） 

効 

果 

等 

自治の本旨である住民自治、団体自

治を法的側面から支えるための「ま

ちづくり基本条例」制定により市民

と協働のまちづくりが可能となり

ます。 
 

（取り組みによる効果内容について記

載しています。） 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検 討 検 討 ←（当初の年次計画を記載しています。） 

検 討 検 討 ←（１８年度に見直しを行った年次計画を記載しています。）

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

志摩市まちづくり基本条例市民懇談会を設置し、第 1 回志摩市まちづくり
基本条例市民懇談会を開催しました。 
  
（１７年度に取り組んだ内容について記載しています。） 

平成１８年度 
志摩市まちづくり基本条例市民懇談会を３回開催しました。 
まちづくり基本条例講演会を開催しました。 
 
（１８年度に取り組んだ内容について記載しています。） 

 
目標内容の説明 
検 討  → 施策の実施に向けて、調査・研究等を行います。 
準 備  → 施策の実施に向けて、例規の改正や予算措置、広報を行います。 
実 施  → 施策を具体的に進めます。 
継続実施 → 現在行っている施策について、継続して行います。



 

 １

Ⅰ  市民と協働のまちづくりの推進 
１．市民参画の仕組みづくりとＮＰＯ等の支援  
（１）市民参画の仕組みづくりの推進 

項 目 まちづくり基本条例の制定 ＮＯ １ 

所 管 企画部企画政策課 関係課等  

取
組
内
容 

まちづくり基本条例に関する講演会や講座を開

催し、広く市民に啓発するとともにまちづくり

基本条例市民懇談会を設置し、意見を徴しなが

ら有識者等のアドバイザー報告を受けて「まち

づくり基本条例」の制定に向けて検討を行って

いきます。 

効 

果 

等 

自治の本旨である住民自治、団

体自治を法的側面から支えるた

めの「まちづくり基本条例」制

定により市民と協働のまちづく

りが可能となります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準備・実施   

検 討 検 討 準 備 実 施  

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
志摩市まちづくり基本条例市民懇談会を設置し、第 1 回志摩市まちづくり
基本条例市民懇談会を開催しました。 

平成１８年度 志摩市まちづくり基本条例市民懇談会を３回開催しました。 
まちづくり基本条例講演会を開催しました。 

 
 
項 目 ＮＰＯ等のネットワークの構築 ＮＯ ２ 

所 管 企画部企画政策課 関係課等 健康福祉部 

取
組
内
容 

ＮＰＯ等団体の交流と意見交換を図り、横の連

絡を密にできる連絡協議会等を立ち上げていき

ます。 

市民と行政が相互に地域づくり等の情報を共有

できるネットワークを構築します。 

効 

果 

等 

市民と行政の役割分担と協働に

よる地域づくりが可能となりま

す。市民と行政が協働すること

によって、市民が必要とする施

策の展開が図られ、新たなサー

ビスやニーズの創出が促進され

ます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準  備 実  施  

検 討 検 討 準 備 実 施  

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
県内先進地の事例を調査しました。 
県ＮＰＯ室からネットワークの構築のアドバイスを受けました。 

平成１８年度 

県ＮＰＯ室主催の「市民活動（支援）センター情報交換会に出席し、県内

の情報収集を行いました。同じく、県ＮＰＯ室主催の市民活動団体と行政

の協働に関する研修会に出席しました。 
志摩市社会福祉協議会のボランティアセンター加入団体の連絡協議会設立

に関する意見交換会に出席し、ネットワーク構築までに必要な検討事項に

ついて情報交換を行いました。 
 

 

 

 



 

 ２

（２）自治会・ＮＰＯ等への支援 

項 目 自治会活動にかかる助成（金）による支援 ＮＯ ３ 

所 管 総務部総務課 関係課等 各支所 

取
組
内
容 

支所と連携を図りながら、住民自治の確立に向

けて事務的な支援と併せて助成金の交付を行い

ます。 

活動助成金における交付条件等の検討など、各

地区の自治会活動に即した活動助成金の適正化

を行います。 

効 

果 

等 

自治会の事業実施内容等の地域

間格差是正を図りながら、自立

した住民自治の確立を目指しま

す。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

志摩市自治会連合会の設立に向けた協議を自治会と行い、事務的な支援や

助成金の交付など、設立に向けて支援を行いました。 
また、各地区の自治会活動に対する補助として活動助成金を交付しました。 

平成１８年度 

行政と市民（自治会）の協働のまちづくりとして、行政ニーズの的確な把

握と計画から評価・改善に至る市民参画型行政の形成と自治会活動の活性

化のため、自治会主導の市民集会システムの導入について自治会連合会と

協議しました。平成１９年度は、市が主導で地区懇談会を開催します。 
また、自治会連合会及び各地区に活動助成金を交付し、充実した自治会活

動の確立に向けた支援を行いました。 
 

 

 

２．情報提供の推進 

（１）市政情報の積極的な提供 

項 目 ホームページの充実 ＮＯ ４ 

所 管 総務部市長公室 関係課等 関係部課 

取
組
内
容 

ホームページの構成等を見直し、市民が直接市

ホームページを検索することで、簡易な手続き

や必要な書類を取得することができるように

内容を充実していきます。 

担当課からお知らせ、イベント等の情報が簡易

に掲載できるようにします。  

効 

果 

等 

市政に関する便利で役立つ情報

を提供でき、住民サービスの向

上が見込めます。市政に関する

情報を積極的に公開すること

で、より開かれた市政の実現や

市民参画が促進できます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 

予想アクセス数 

  210,000 件 

実  施 

アクセス数 

  240,000 件 

 

 

目標アクセス数 

  300,000 件 

 

検 討 実 施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
他市町村の状況把握及び市長公室内で協議し、新ホームページのプランを

作成しました。 

平成１８年度 全面的にホームページをリニューアルし、その効果で大幅なアクセス数の
増加となりました。 

 
 



 

 ３

項 目 ＣＡＴＶ行政番組の活用 ＮＯ ５ 

所 管 総務部市長公室 関係課等  

取
組
内
容 

行政番組の放送期間を短縮する、制作本数を増

やすなど、情報提供手段としてさらに活用でき

るように検討します。 

インターネット上での番組配信など幅広く番

組が視聴できる方法を検討します。 

 

効 

果 

等 

行政情報を市民が様々な手段で

入手できるようになり、住民サー

ビスの向上につながります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 他市町村の状況把握及び市長公室内で協議を行いました。 

平成１８年度 
南勢地域広報研究会を市内で開催し、近隣市町の状況把握と協議を行ない

ました。また、定期的にケーブルテレビ会社と番組制作についての会議を

行い、魅力ある番組について協議しました。 
 
 
項 目 広報紙の充実 ＮＯ ６ 

所 管 総務部市長公室 関係課等 総務部総務課 

取
組
内
容 

現在、月２回発行しているが、市内全戸への配

布、発行日と各戸配布日の調整など関係部署と

協議し、全世帯への配布方法等について検討し

ます。郵送も含め市民のニーズにあった効果的

な 周知方法についても検討します。 

 

効 

果 

等 

広く市民に情報を提供すること

により、行政の透明性が高まりま

す。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 広報紙充実ついて他市町村の状況把握を行い、市長公室内で協議しました。 
平成１８年度 広報紙充実ついて他市町村の状況把握を行い、市長公室内で協議しました。 
 
 
項 目 財政情報の公開 ＮＯ ７ 

所 管 総務部財政課 関係課等  

取
組
内
容 

市の財政状況について広報紙やホームページ

等で積極的に情報を提供します。 
効 

果 

等 

市民との情報の共有化が図れま

す。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
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具体的な取組み内容 

平成１７年度 
当初予算の内容を「広報しま」号外へ掲載しました。 
また、財政公表を２回行いました。 

平成１８年度 

当初予算の内容を「広報しま」号外へ掲載しました。 
また、財政公表を２回行いました。 
財政情報の開示を推進するため、一般会計、特別会計、企業会計及び関係す

る一部事務組合等の財政状況、第三セクター等の経営状況及び財政的支援の

状況、財政指数について、ホームページで公表を行いました。 
 
項 目 会議録検索システムの構築 ＮＯ ８ 

所 管 議会事務局議事課 関係課等  

取
組
内
容 

市議会会議録をデータベース化し、市のホーム

ページから簡単に閲覧・検索できるシステムを

構築します。 

効 
果 

等 

会議録を簡単に閲覧・検索でき

ることで、行政への関心が深ま

り開かれた市政の推進が図れま

す。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

準  備 実  施    

準 備 実 施    
具体的な取組み内容 

平成１７年度 既存の会議録を整理しました。 

平成１８年度 １７年１１月以降の定例会、臨時会、委員会の会議録をインターネットに
掲載し、閲覧・検索ができるようになりました。 

 
項 目 ケーブルテレビでの議会放映 ＮＯ ９ 

所 管 議会事務局議事課 関係課等  

取
組
内
容 

平成１７年度は一般質問を中心に収録をし、休

憩時間などを除きノーカットで放映します。 

一般質問以外の放映についても検討していきま

す。 

効 

果 

等 

自宅に居ながら議会の内容・様

子など見ることができ、行政へ

の関心が深まり、開かれた市政

の推進が図れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施 
(１２月定例会から) 

    

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 １２月定例会及び３月定例会を放映しました。 

平成１８年度 定例会（年４回）の様子を録画放送（９時・１２時３０分から）と、再放
送（１８時から）の２回ずつ放送しました。 

（２）広報広聴の充実 

項 目 広報公聴機能の充実 ＮＯ ９－２

所 管 総務部市長公室 関係課等  

取
組
内
容 

市の施策や各種イベントなどの行政情報を、ホ

ームページ、広報誌、行政番組などでお知らせ

し、それに対する意見・提案を、電子メールや

本庁・各支所に設置した意見箱などを活用して

聴取し、市民の声を生かした行政運営を行いま

す。 

 

効 

果 

等 

市民の声を生かした行政運営の

推進と職員の行政サービスに対

する意識の向上が図れます。 
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目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

広聴報告書を作成しました。（１６件） 

本庁・各支所へ意見箱を設置し、市政についての意見や提案を募集しまし

た。 

平成１８年度 

広聴報告書を作成しました。（６１件） 

ホームページや「広報しま」で、「新庁舎建設」「教育振興ビジョン」など

の施策についての意見募集を行いました。 

 

 

（３）市民との対話の推進 

項 目 市政説明会等の充実 ＮＯ １０ 

所 管 総務部市長公室 関係課等  

取
組
内
容 

市政説明会を実施しているが、今後、市民と行

政が行政課題等について対話できるシステムの

創設について検討します。 

効 

果 

等 

市民と行政が意見交換できる機

会をつくることで、より具体的

かつ緊急度の高い行政課題を把

握しやすくなり、市民サービス

の向上が図られます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 市政説明会を旧町単位の５地区で実施しました。 参加者数４０７人 

平成１８年度 
市政説明会を阿児ライブラリーで開催しました。 参加者数１０８人 

後日、説明会の様子をケーブルテレビで放映しました。 

 

 

３．情報公開と個人情報保護の推進 

（１）情報公開の推進 

項 目 情報公開の適正な運用 ＮＯ １１ 

所 管 総務部総務課 関係課等 各部課 

取
組
内
容 

各課共通事務の情報公開の対象となる公文書の

取扱いについて、関係する部課間で協議し、適

正かつ統一的な判断基準を確立します。 

効 

果 

等 

市民の知る権利を尊重し、公文

書を公開することにより市政に

対する市民の理解と信頼を深

め、開かれた市政を一層推進し

ます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
請求件数 １１１件（公開５９件、部分公開４１件、非公開６件、不存在

２件、取下げ３件） 

平成１８年度 
請求件数 ２５５件（公開１０２件、部分公開１４３件、非公開２件、不

存在４件、取下げ３件、存否を明らかにしない１件） 
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（２）個人情報保護の推進 

項 目 個人情報保護の徹底 ＮＯ １２ 

所 管 総務部総務課 関係課等 各部課 

取
組
内
容 

合併と同時に「個人情報保護条例」を制定し、

今後は個人情報漏洩に関する罰則規定等につい

ても、他市の状況等を調査し、条例等の改正も

含めた取組みを検討します。 

効 

果 

等 

個人の権利利益の保護を図ると

ともに、市政に対する信頼性が

より一層得られます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 開示請求６件（公開５件、部分公開１件） 

平成１８年度 開示請求１件（公開 1 件） 
 

 

Ⅱ  簡素で効率的な行政経営の展開 

１．市民サービスの向上 

（１）市民サービスの質的向上 

項 目 相談窓口の明確化（総合相談窓口の設置） ＮＯ １３ 

所 管 健康福祉部地域福祉課 関係課等 健康福祉部各課 

取
組
内
容 

地域包括支援センターを活用した、「ふくし総

合支援センター」を健康福祉部内に設置して、

介護保険・老人福祉・障害者福祉・児童福祉な

どの総合相談窓口を設置し、そこにおいて複数

の課に関係するケースについてのコーディネー

ト等も行います。 

効 

果 

等 

保健・医療・福祉・介護に関す

る相談を１か所で受けることに

より、市民の利便性の向上を図

ることができます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検討・準備 実  施    

検討・準備 実 施 再検討 再 編  

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

地域福祉計画策定委員会・医療保健福祉の連携を考える部会などを核とし、

総合相談支援に関する協議を重ねると同時に、市民を対象とした地区座談

会、各種井戸端会議、アンケート（5,000 人抽出）を行い、意見を聴取し、

総合相談支援システムの構築を行いました。 

平成１８年度 

市民サービスの向上に向け、域福祉計画策定委員会、ふくし総合支援セン

ター運営協議会などの会議で、総合相談支援システムの検討を行うととも

に、地域福祉の理念実践に基づいた総合相談支援システムの部内研修を実

施しました。 

 
項 目 証明書自動交付機の設置 ＮＯ １４ 

所 管 生活環境部市民課 関係課等  

取
組
内
容 

証明書自動交付機（住民票、印鑑証明書、外国

人登録済証明書発行）の設置について検討しま

す。 

 

 

効 

果 

等 

窓口での待ち時間の短縮と、混

雑が解消されます。 
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目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 検  討 検  討 準  備 

検 討 検 討 検  討 検  討 準  備 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
機器設置業者２社の勉強会・デモンストレーションに参加し、課内で検討

しました。 

平成１８年度 

引続き、機器設置業者の勉強会に参加し検討しました。 
県内外の自治体の取組み事例を調査しました。 
設置効果について、担当者会議・課長会議で検討しました。 

 

 

（２）電子市役所の構築 

項 目 地域イントラネット施設整備の実施 ＮＯ １５ 

所 管 企画部情報政策課 関係課等 教育委員会、支所等 

取
組
内
容 

全ての小中学校を結ぶネットワーク、５つの図

書館・図書室を結ぶネットワーク、本庁・支所

等を結ぶネットワークを構築し、学校教育シス

テム・図書館情報ネットワークシステム・動画

配信システム・住民対話システムを整備します。

本庁・支所や観光施設等に情報公開端末を設置

します。 

効 

果 

等 

住民・観光客等の情報アクセス

を容易にするとともに、高度情

報化に対応する人材を育成しま

す。図書館を統合し一体として

効率的に管理・運営することが

可能となり、利用者の利便性が

向上します。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

準  備 実  施    

準 備 実 施    
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
１８年度事業実施に向けて、事業実施計画を作成し、総務省に要望調書を

提出しました。 

平成１８年度 ３月に施設整備を完了し、全システムを共用開始しました。 

 
 
項 目 情報セキュリティポリシーの充実 ＮＯ １６ 

所 管 企画部情報政策課 関係課等 全職員等 

取
組
内
容 

情報化推進委員会等でセキュリティポリシーの

見直し・研修・監査等について検討し、それに

基づき関係する全職員が参画し研修等を実施し

ます。監査については、内部監査だけでなく外

部監査についても検討します。 

効 

果 

等 

職員の情報処理管理能力を向上

させ、個別に徹底した情報保護

対策を講じることが可能となり

ます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・準備 実  施   

検 討 準 備 実 施   
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
セキュリティポリシー見直しに関する調査を実施するとともに、全職員に

対し、役職等に応じたセキュリティポリシーに関する研修を実施しました。

平成１８年度 

セキュリティポリシー見直しに関する関係部署との協議、検討を行いまし

た。また、全職員に対し、役職等に応じたセキュリティポリシーに関する

研修を実施しました。 
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項 目 地図情報システムの整備 ＮＯ １７ 

所 管 企画部情報政策課 関係課等 全ての部課 

取
組
内
容 

県及び市町で共同作成する基盤図を利用した、

ネットワーク対応型の統合型地図情報システム

の整備を進めます。 
効 

果 

等 

基盤地図、各課作成データを共

有することで経費削減・事務事

業の効率化等が可能となりま

す。市民がインターネットを通

じ地図に関連付けられた情報を

入手・活用することができます。

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検討・準備 実  施    

検 討 検 討 検討・準備 実 施  
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
志摩市地図情報統合プロジェクト会議を開催し（６回）、地図整備及びシス

テム整備について検討し、中間報告書を作成しました。 

平成１８年度 

志摩市地図情報統合プロジェクト会議を開催しました（３回）。 
県の共同化において統合型ＧＩＳ整備の方向性が示されたため、志摩市単

独での整備は保留とし、その間の対応として既存システム・ＬＧＷＡＮ－

ＧＩＳ等を有効活用し、全庁的にＧＩＳが利用できるよう環境整備するこ

とを確認しました。 

 
 
 
項 目 公共工事設計積算システムの整備等 ＮＯ １８ 

所 管 建設部建設整備課 関係課等  

取
組
内
容 

ＣＡＬＳ／ＥＣの導入により、発注関係業務の

簡素化・迅速化を進めます。各種申請事務手続

きの簡素化・迅速化を進めるなど住民の立場に

立った行政サービスの向上を図ります。各種シ

ステムの整備・データベースの構築等を積極的

に進めます。 

効 

果 

等 

事務の簡素合理化により経費の

削減が行えます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準  備 実  施  

検 討 検 討 検 討 検 討 準  備 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
県主催の研修会へ参加しました。 
部内で、ＣＡＬＳ/ＥＣの導入に向けての勉強会を開催しました。 

平成１８年度 
県主催の研修会へ参加しました。 
部内で、ＣＡＬＳ/ＥＣの導入に向けての勉強会を開催しました。 
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２．民間手法の活用 

（１）アウトソーシングの推進 

項 目 指定管理者による公の施設の管理 ＮＯ １９ 

所 管 総務部総務課 関係課等 関係各部課 

取
組
内
容 

地方自治法の改正により、公の施設の管理に関

する指定管理者制度が創設されました。 

本市でも平成１８年度から順次導入していきま

す。今後も民間活力に適した公の施設の洗い出

しを行い、同制度の導入を推進します。 

 

効 

果 

等 

地域に密着した組織で管理運営

が行われるので、要望等に対し

早期の改善や取組みが可能とな

り市民への利便性が増すととも

に、民間活力の活用による行政

運営の効率化を推進します。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検討・準備 実  施    
検討・準備 実 施 継続実施 継続実施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

６月議会において「志摩市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関

する条例」を制定し、職員に指定管理者制度の概要を説明しました。各部

署が所管する公の施設について、管理方法、導入の方向性の調査を行いま

した。その結果、管理委託している３３施設について関係条例の一部改正

を９月議会で行い、１２月議会において３１施設、３月議会において２施

設の指定管理者指定の議決を得ました。 

平成１８年度 

１８年度末で指定期間の満了する施設について、公募での指定に向けてス

ケジュール作成、例規改正、公募手続について担当課と協議を重ね、１２

月議会で指定議案を上程しました。 
公の施設の管理運営状況把握、方向性の再確認、導入可能な時期の設定を

行い、施設ごとの年次導入方針を決定しました。年次導入方針に従い、ス

ケジュール作成、例規改正、指定手続について担当課と協議を行いました｡

３月議会において６施設の指定管理者指定の議決を得ました。 
 
 
項 目 ごみ収集運搬業務の民間委託 ＮＯ ２０ 

所 管 生活環境部清掃課 関係課等  

取
組
内
容 

ごみ収集運搬業務は、現在、一部民間委託を行

っています。財政的及び各施設の有効活用と人

員適正配置を踏まえ、ごみ収集運搬業務の全面

委託をめざした今後の方向性について検討しま

す。 

効 

果 

等 

職員の適正配置及び経費の削減

が可能となります。各清掃セン

ターの効果的かつ効率的な処

理・処分が行われます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・準備 実  施   

検 討 検討・準備 検討・準備 検討・準備 検討・準備 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
毎月開催している清掃センター所長会議で、民間委託実施に向けて検討し

ました。 

平成１８年度 
実施に向けて、各清掃センターの現状・問題点・委託経費・削減経費の算

出と、適正な人員配置等について検討しました。 

 
 
 
 



 

 １０

項 目 放課後児童クラブの運営業務委託 ＮＯ ２１ 

所 管 健康福祉部児童福祉課 関係課等  

取
組
内
容 

児童福祉法第３４条の７の規定に基づき、市町

村・社会福祉法人・その他の者が行うとなって

います。今後は社会福祉法人等に放課後児童ク

ラブの運営委託について、地域の実情に応じた

受け入れができるよう検討します。 

効 

果 

等 

社会福祉法人等民間活力を生か

し、地域に根付いた活動が期待

できます。ニーズに応じた柔軟

な運営ができ人件費の削減が見

込めます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準備・実施   

検 討 検討・準備 実 施   

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
７月に磯部放課後児童クラブを開設しました。 
開設場所・・・磯部社会福祉センター      定員・・概ね２０名 

平成１８年度 
６月に浜島放課後児童クラブを開設しました。 
開設場所・・・コミュニティーセンター好文館  定員・・概ね２０名 

 
 
項 目 学校給食センター配送業務の民間委託 ＮＯ ２２ 

所 管 教育委員会給食課 関係課等  

取
組
内
容 

学校給食センター５施設のうち、現在配送業務

を委託しているのは１施設あり、今後、運転手

の退職に合わせて漸次民間委託へ移行します。

効 

果 

等 

経費の削減が可能となります。

配送車輌１台、運転手１人を削

減した場合、年間約 2,200 千円

の削減が可能となります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・実施 検討・実施 検討・実施 検討・実施 
検 討 検 討 準 備 実 施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
民間委託について検討しました。 
※運転手の退職に合わせて漸次民間委託へ移行します。 

平成１８年度 
民間委託した場合の効果見込額を算出するため、配送車輌にかかる経費や

運転手の人件費等を比較できる資料を作成しました。 

 

 

項 目 水道メーター検針員・料金徴収員の民間委託 ＮＯ ２３ 

所 管 上下水道部水道課 関係課等  

取
組
内
容 

水道に関する包括的業務（窓口業務・検針業務・

開閉栓・給水停止を含めた未収金徴収業務）の

全面民間委託について検討します。 

効 

果 

等 

民間企業への委託により社員教

育された検針・徴収員による受

益者との対応に、効果的で質の

高い業務とサービスが提供でき

ます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 準  備 実  施   

検 討 準 備 実 施   

具体的な取組み内容 

平成１７年度 民間委託のメリット・デメリット等を検討しました。 

平成１８年度 民間委託の単体委託について内容を精査し、包括委託を検討しました。 



 

 １１

項 目 市営住宅の管理業務の見直し ＮＯ ２４ 

所 管 建設部都市計画課 関係課等  

取
組
内
容 

住宅困窮度に応じた入居の実施・適切な家賃設

定などアウトソーシングが難しい業務はある

が、入居者の異動に伴う各種申請書（入居、同

居、名義人変更等）の受付業務、住宅の明渡し

の請求、近隣とのトラブルによる苦情処理、収

納業務、共同施設の管理業務、緊急を要する一

般修繕業務などアウトソーシング可能な業務に

ついて検討を進めます。 

効 

果 

等 

市民サービスの向上、安定的で

効果的な管理運営、人員不足を

解消する効果があります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・準備 準  備 実  施  

検 討 検 討 検 討 検 討 検 討 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 指定管理者制度の導入を検討し、他市等の導入状況等を調査しました。 

平成１８年度 引続き、指定管理者制度の導入について検討しました。 

 
項 目 民間住宅の活用 ＮＯ ２５ 

所 管 建設部都市計画課 関係課等  

取
組
内
容 

老朽化した既存市営ストック住宅の維持保全や

個別・全面的改善を計画していく上で、社会資

本の活性化を進め民間委託の推進を行うため、

空き家となっているアパート等民間住宅を借上

げ、入居を希望する人に対して市営住宅として

供給が可能か検討を進めます。 

効 

果 

等 

民間事業者の活用により、維持

管理・運営業務を行うことから

一層のサービスの向上が見込め

ます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 検討・準備 準  備 実  施 

検 討 検 討 検 討 検 討 検 討 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 民間住宅の活用を検討し、他市等の実施状況等を調査しました。 
平成１８年度 引続き、民間住宅の活用について検討しました。 

 

 

（２）ＰＦＩ等民間活力の活用 

 ※該当施策なし 

 

３．職員の意識改革 

（１）職員の資質向上と意識改革 

項 目 計画的な職員研修の実施 ＮＯ ２６ 

所 管 総務部総務課 関係課等 全職員等 

取
組
内
容 

現在進められている地方公務員改革の内容に沿

った、志摩市人材育成基本方針に基づき、人材

育成に関するシステムを検討し、総合的な人材

育成に努めます。 

効 

果 

等 

職員の意識改革と自ら考える力

を養成し、一人ひとりの能力向

上を図ることによって、経費の

節減、事務処理の効率化により、

行政サービスの向上につながり

ます。 



 

 １２

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検討・準備 実  施    

検討・準備 実 施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

職員研修の状況 
・市単独研修 
（交通安全研修２回９１３人・人権研修３日６回６５７人） 
・自治会館組合派遣研修（１５研修７２人） 
・伊勢志摩地区市町村職員研修協議会派遣研修（１回２人） 
・その他派遣研修（６研修３１人） 

平成１８年度 

志摩市人材育成基本方針の策定 
職員研修計画の策定 
職員研修の状況 
・市単独研修 
（防災意識向上研修２回４６７人、接遇研修３日６回１６５人、「入札・契

約手続きと建設業法」研修２回１２７人、メンタルヘルス研修６０人職員

人権研修２３人） 
・自治会館組合派遣研修（１２研修９０人） 
・市町村アカデミー派遣研修（３研修３人） 
・その他派遣研修（４研修７人） 

 

 

項 目 職員研修の充実 ＮＯ ２７ 

所 管 生活環境部人権啓発推進課 関係課等 全職員等 

取
組
内
容 

志摩市職員人権教育指針に基づき、総務課・人

権教育課と連携し、職員の人権意識の向上と人

権の尊さについて認識を深め、実践力を身につ

けるため、職員研修の充実を進めます。 

 

効 

果 

等 

職員一人ひとりが市民の人権に

視点を置いた取組みを行い、絶

えず問題意識をもって業務に従

事する実践力が身につきます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 職員人権研修会を開催しました。 

平成１８年度 初任者を対象に職員人権研修会を開催しました。 

 
 
項 目 技術職員研修の実施 ＮＯ ２８ 

所 管 建設部建設整備課 関係課等  

取
組
内
容 

県土整備部志摩建設事務所と連携し、実践に即

した技術職員研修を実施し、職員の能力向上を

図ります。 

 

 

効 

果 

等 

職員の能力向上により、発注関

係事務等速やかに実施できるこ

とや外部発注の削減により、経

費の節減が可能となります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

準  備 実  施    

準 備 実 施 継続実施 継続実施 継続実施 



 

 １３

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

県志摩建設事務所と協議の結果、年２回程度実務研修を実施することを決

定しました。また、（財）三重県建設技術センター等が主催の建設技術研修

に参加しました。 

平成１８年度 
県志摩建設事務所と２回の実務研修を実施しました。また、（財）三重県建

設技術センター等が主催の建設技術研修に参加しました。 

 
 
項 目 土地行政関連事務取扱者の育成・研修 ＮＯ ２９ 

所 管 建設部建設整備課 関係課等  

取
組
内
容 

不動産登記法に基づく実践事務はもとより、土

地行政に伴う諸法律等の実践に即した研修を実

施し、関係諸団体との連携を取りながら職員の

能力向上を目指します。 

効 
果 

等 

専門的な知識をもった職員の人

材育成により、適正かつ円滑な

事務が容易になり、登記申請に

伴う経費の削減や事務処理の効

率化が図れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
津地方法務局阿児出張所主催の改正不動産登記法に伴う嘱託登記に関する

実務研修会に参加しました。 

平成１８年度 三重地区用地対策連絡協議会主催の研修会に参加しました。（３回開催） 

 
 
項 目 財務会計システム研修の開催 ＮＯ ３０ 

所 管 出納室 関係課等 関係職員 

取
組
内
容 

新たに財務会計システムを使用する職員に対し

て定期的に財務会計システム研修を行います。

また、志摩市会計規則に基づくマニュアルを作

成します。 

効 

果 

等 

事務の効率化、経費の節減が図

れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検討・準備 実  施    

検討・準備・実施 準備・実施 継続実施 継続実施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
会計事務に係る処理方法の検討、マニュアル作成の準備を行いました。 
また、学校事務職員対象に財務会計システム研修を実施しました。 

平成１８年度 

幼稚園・保育所職員を対象に、財務会計システム研修を実施しました。 
また、地方自治法の改正（収入役制度の見直し等）に合わせた志摩市会計

規則に基づくマニュアル作成に向けて準備しました。 

 

 

 

 

 

 



 

 １４

（２）人事制度の改革 

項 目 人事評価制度の実施 ＮＯ ３１ 

所 管 総務部総務課 関係課等 全職員 

取
組
内
容 

全職員を対象に人事評価制度の説明会・研修会

を行い、人事評価制度の運用を開始します。 効 

果 

等 

適正な人事評価を行うことによ

り、昇任の適正化や職員の能力

に応じた適材適所の配置が可能

となります。職員の意識改革や

能力の向上につながります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 準  備 実  施   

検 討 準 備 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

１８年度から勤務評定を実施するため、プロジェクトチームを立ち上げ、

実施に向けたチーム会議及び研修を実施しました。 
・人事評価プロジェクトチーム会議４回開催 
・人事評価制度開始に伴う研修会 
（管理職研修１回１０人・課長補佐・係長研修４回１０４人・一般職員研

修５回１４０人） 
・人事評価プロジェクトチームメンバーへの勤務評定事例研修 
（１回１２人） 

平成１８年度 

勤務評定を実施するため、下記の研修を実施しました。 
・人事評価制度職員説明会（事務職員２日４回４３６人） 
・人事評価制度研修（係長以上５日１０回２４５人） 
・人事評価相談員研修（１回２７人） 
１８年度は勤務評定期間を４月１日から１０月３１日と定め、事務職員す

べての勤務評定を実施しました。 

 

（３）働きやすい環境づくり 

※該当施策なし 

 

４．定員管理・給与の適正化 

（１）定員管理・給与の適正化の推進 

項 目 定員適正化計画（人事管理計画）の策定 ＮＯ ３２ 

所 管 総務部総務課 関係課等  

取
組
内
容 

合併後、１０年間で２００人の職員数の削減を

達成するために、志摩市定員適正化計画に基づ

き、職員の削減を行います。 

効 

果 

等 

適正な定員管理を行うことによ

り、行政のスリム化、財政の健

全化が図られ、地方分権に対応

した組織の構築と行政サービス

の向上につながります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検討・実施 実  施    

検討・実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
各部署から現状と今後の改善方法等を調査し、３月に「定員適正化計画」

を策定しました。 

平成１８年度 
計画に基づき、希望（勧奨）退職要領を制定し、退職希望者を募集しまし

た。また、新規職員採用についても、計画に基づき募集しました。 

 



 

 １５

項 目 諸手当の総点検の実施 ＮＯ ３３ 

所 管 総務部総務課 関係課等  

取
組
内
容 

特殊勤務手当については、支給対象となる職員

の範囲、従事する職務の内容、支給基準、日額

化など制度の趣旨に合致しているか見直し、そ

の適正化を進めます。管理職手当については、

定率性から定額制への移行を進めます。 

効 

果 

等 

適正化及び人件費の抑制を図る

ことができます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 実  施   

検 討 検 討 実 施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 なし 

平成１８年度 
特殊勤務手当については、志摩市職員組合と協議しました。 
管理職手当については、規則改正の準備を行いました。 

 

 

 

５．組織機構の改革 

（１）組織機構の改革と活性化 

項 目 組織機構の見直し ＮＯ ３４ 

所 管 企画部企画政策課 関係課等  

取
組
内
容 

新たな行政課題・地方分権の進展・多様化する

市民ニーズに対応できる組織機構の見直しを行

います。 

効 

果 

等 

効率的かつ効果的な行政事務の

執行が可能となるとともに、市

民サービスの向上も図れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     
継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

組織のスリム化を図るため、各支所・各部局で課を統廃合しました。 
（一例） 
各支所（福祉サービス課・住民サービス課）→市民サービス課へ統合 
   （総務管理課・地域振興課）    →地域振興課へ統合 

平成１８年度 支所機能のあり方について検討しました。 
 
 
項 目 健康福祉部の再編 ＮＯ ３５ 

所 管 健康福祉部地域福祉課 関係課等 健康福祉部各課 

取
組
内
容 

介護保険・老人福祉・老人保健・障害者福祉・

児童福祉などの総合相談窓口として「ふくし総

合支援センター」を設置し、複数の課に関係す

るケースについてのコーディネート等も行い

ます。 

効 

果 

等 

保健・医療・福祉・介護などの

連携を強化することにより、素

早く適切な対応ができます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検討・準備 実  施    

検討・準備 実 施 再検討 再 編  
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具体的な取組み内容 

平成１７年度 

総合相談システムの確立に向けた「ふくし総合支援センター」の設置に向

け、地域福祉計画策定委員会・医療保健福祉の連携を考える部会などを核

として、市民と共に総合相談支援システムの構築を行いました。 

平成１８年度 

４月に設置した「ふくし総合支援センター」の将来構想について、地域福

祉計画策定委員会、ふくし総合支援センター運営協議会の会議で、検討し

ました。 

 

 

（２）支所機能の見直し 

項 目 支所機能の見直し ＮＯ 35－２

所 管 企画部企画政策課 関係課等 関係各部課 

取
組
内
容 

志摩市定員適正化計画（職員削減計画）に基づ

き、少数でも地域住民の要望に対応可能な支所

の業務内容について検討します。 

 

効 

果 

等 
スリムで効率的な行政運営が行

えます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

     
 検 討 検 討 実 施 継続実施 

具体的な取組み内容 
平成１７年度 なし 
平成１８年度 支所機能のあり方について検討しました。 
 

 

（３）庁舎建設に向けた検討 

項 目 市庁舎建設整備の推進 ＮＯ ３６ 

所 管 企画部庁舎整備対策課 関係課等  

取
組
内
容 

市としてコンパクトなまちづくり、活気あるま

ちづくりを進めることができる場所として、県

志摩庁舎西側の市有地を建設位置として、１８

年度は地質調査等と建築設計費を計上し、今後

２か年程度を目途に庁舎建設に向けて取組みま

す。 

 

効 

果 

等 

市民にとって分かりやすい行政

組織の配置となり、多様な市民

ニーズに対し迅速な意思決定が

可能となります。組織機構の合

理化で経費の縮減を図り、より

市民サービスに重点を置いた財

源配分が可能となります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 実  施    

検 討 地質調査等・建

築設計業務 
本体工事・付帯工

事 
本体工事・付帯

工事  

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

庁舎建設に向け、助役を委員長として部長級１０名・課長級１名で構成さ

れた志摩市庁舎建設検討委員会及び職員１３名で構成された志摩市庁舎検

討部会で内部検討を進めました。その後、庁舎建設に係る意見を聴き庁舎

建設に資するために、市民代表・識見を有する者・市議会代表の１６名及

びアドバイザー２名で志摩市庁舎建設に係る懇談会を設置し、計３回の懇

談会を開催しました。 

平成１８年度 
設計のための地質調査・測量調査の実施及び庁舎建設に向けて基本設計、

実施設計を行いました。 
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（４）庁内分権の推進 

項 目 予算編成に枠配分方式の導入 ＮＯ 36-２ 

所 管 総務部財政課 関係課等 全ての部課 

取
組
内
容 

予算編成の主体を財政部門から事業内容を熟知

した実施部門に移します。 
効 

果 

等 

効率の高い予算編成を実現し、

行政運営全般の活性化を図りま

す。 

 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

     

実 施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
１８年度予算編成は、部局単位で義務的経費の人件費・公債費等を除き一

般財源ベースでの枠配分方式で行いました。 

平成１８年度 
１９年度予算編成についても、部局単位で義務的経費の人件費・公債費等

を除き一般財源ベースでの枠配分方式で行いました。 

 

 

（５）災害時の危機管理体制の整備 

項 目 職員初動マニュアルの作成 ＮＯ ３７ 

所 管 総務部地域防災室 関係課等 全職員 

取
組
内
容 

災害時における職員の初動マニュアルにより実

践し、災害対策を迅速・的確に行います。 
効 

果 

等 
 

災害時の組織対応における不確

実性を低減することができま

す。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
志摩市地域防災計画と整合性を図りながら初動マニュアルを作成しまし

た。 

平成１８年度 

市総合防災訓練、災害対策本部運営図上訓練を行い内容の検証を行いまし

た。 
初動マニュアルに基づき、初動対応等の職員研修会を２回開催しました。

 
 
項 目 防災行政無線基本計画の策定 ＮＯ ３８ 

所 管 総務部地域防災室 関係課等 各支所 

取
組
内
容 

旧５町で整備した既存無線設備の統合化等につ

いて、現在のアナログ方式からデジタル方式へ

の変更も視野に入れて調査・検討を行い、基本

計画を策定します。 

 

 

効 

果 

等 

統制局設備を本庁舎に設置し、

全ての通信について集中制御す

るとともに、非常災害時には通

信を統制することにより、円滑

な通信の確保ができます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 準  備 実  施   

検 討 検 討 準 備 実 施  



 

 １８

具体的な取組み内容 

平成１７年度 防災行政無線施設の現状調査を行い、基本計画（案）を作成しました。 

平成１８年度 
他自治体の取組み事例を調査しました。 
戸別受信機、情報提供システム導入の検討を行いました。 

 
 
項 目 緊急時職員等参集システムの整備 ＮＯ ３９ 

所 管 総務部地域防災室 関係課等 全職員 

取
組
内
容 

情報伝達担当職員が災害対策本部等のパソコン

と携帯電話から、あらかじめグループ分けした

職員や、全職員の携帯電話に参集メッセージを

送信し、職員の迅速な参集を行います。 

効 

果 

等 

職員の迅速な参集と災害対策本

部の早期設置や最新情報の共有

を行い、市民の安全確保を図る

ことができます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
職員の迅速な参集と災害対策本部の早期設置や最新情報を共有し、市民の

安全確保を図ることを目的としてシステムを導入しました。 

平成１８年度 

全職員を対象に、参集システムへの登録を推進しました。 

参集システムを利用しやすいように改良しました。 

捜索情報提供依頼システムを試行活用しました。 

 

 

 

Ⅲ  健全財政運営の推進 

１．計画的な財政運営 

（１）経常的経費を中心とした歳出の削減 

項 目 人件費及び物件費の削減 ＮＯ ４０ 

所 管 総務部財政課 関係課等 全ての部課 

取
組
内
容 

適正な組織機構の見直し、適正な定員管理を行

うことにより人件費の削減を行います。物件費

については、全てにおいて一から見直しを行い

ます。 

効 

果 

等 

行政のスリム化、財政の健全化

が図れます。 

 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・実施 実  施   

検 討 検討・実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

職員削減について、職員構成のバランスも考慮しながら、希望（勧奨）退

職の募集を行いました。 
指定管理者制度の導入の準備を行いました。 

平成１８年度 

職員削減について、職員構成のバランスも考慮しながら、希望（勧奨）退

職の募集を行いました。 
３３施設について指定管理者制度の導入を行い、未導入施設についても導

入を検討しました。 

 
 



 

 １９

項 目 公債費の抑制 ＮＯ ４１ 

所 管 総務部財政課 関係課等  

取
組
内
容 

公債費の増大が将来の財政運営に影響をおよぼ

さないように、市債発行額を極力抑制します。

市債の発行にあたっては、後年度に償還額が交

付税算入される等、合併特例債等の有利な起債

の活用を行っていきます。 

効 

果 

等 

市債の発行を抑制することによ

り、財政運営の健全化と安定化

が図れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・実施    

検 討 実 施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

市債発行額を元金償還金以内の 22 億 3,100 万円（普通会計ベース、臨時財
政対策債等を除く）とし、起債残高を削減しました。 
内、有利な起債である合併特例債を 10 億 450 万円発行しました。 

平成１８年度 
市債の発行を抑制するとともに、有利な起債である合併特例債を活用しま

した。 

 

 

（２）補助金・扶助費の見直し 

項 目 補助金・扶助費の見直し ＮＯ ４２ 

所 管 総務部財政課 関係課等 関係各部課 

取
組
内
容 

補助金については、さらに役割や効果を精査し、

廃止や統合も視野に入れた抜本的な見直しを行

います。新規の補助金は、期間の設定やスクラ

ップアンドビルドを原則とします。 

扶助費は、少子高齢社会のなか増加傾向にある

が、状況を正確に把握し、見直しを行います。

効 

果 

等 

財政運営の健全化と安定化が図

れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・実施    

検 討 検討・実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

各部枠配分の中で対象事業の内容、実績、効果等を精査し、見直しを行い

ました。 
扶助費は、少子高齢化社会のなかで増加傾向であるが、適正な予測の中、

予算の見直しを行いました。 

平成１８年度 
各部枠配分の中で対象事業の内容、実績、効果等を精査し、見直しを行い

ました。 

 

 

（３）予算編成方式の改革 

項 目 予算編成方式の見直し ＮＯ ４３ 

所 管 総務部財政課 関係課等 全ての部課 

取
組
内
容 

中期的な財政収支見通し（計画）を作成し、各

部課に一定の予算枠を配分し、各部課が主体性

を持って予算編成に取組むことができる方式を

導入します。１８年度予算編成は、部単位で義

務的経費の人件費・公債費を除き一般財源ベー

スでの枠配分方式で行いました。 

効 

果 

等 

各部局で特定財源を正確に把握

することが要求されるととも

に、自主性と自立性が確保され、

財政状況や事業コストに対する

意識が向上します。 



 

 ２０

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

継続実施     

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
１８年度予算編成は、部局単位で義務的経費の人件費・公債費等を除き一

般財源ベースでの枠配分方式で行いました。 

平成１８年度 
１９年度予算編成についても、部局単位で義務的経費の人件費・公債費等

を除き一般財源ベースでの枠配分方式で行いました。 
 

（４）外郭団体等の改革 

項 目 文化スポーツ課関係外郭団体等の自主的・自立的な運営基盤の確立 ＮＯ ４４ 

所 管 教育委員会文化スポーツ課 関係課等  

取
組
内
容 

自主的な運営を促進する観点から事務局を団体

に戻し、自立的な運営の確立を目指します。 

また、自主性を尊重しながら、活動や業務が適

正で効率的に運営できるよう指導を行います。

効 

果 

等 

自ら団体を運営することによ

り、自主的活動の意識と団体等

の主体性を再認識し、今後の活

動や市民が協働するまちづくり

に生かしていきます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準  備 準  備 実  施 

検 討 検 討 準 備 準 備 実 施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

外郭団体等の会議等において、現状の問題点や今後取組んでいかなければ

ならない内容（分室等が持っている支部組織の事務局の移行等）について

説明を行い、自立的な運営方法について検討しました。 
【関係団体】 
志摩市女性の会連合会、志摩市文化協会連絡協議会、志摩市連合青年団、

志摩市青少年育成市民会議、志摩市体育協会、志摩市スポーツ少年団 

平成１８年度 

引き続き、会議等で上記団体へ現状の問題点や今後取組んでいかなければ

ならない内容等について説明を行い、自立的な運営方法について検討しま

した。 

 
項 目 漁業協同組合等の経営基盤の強化 ＮＯ ４５ 

所 管 産業振興部水産課 関係課等  

取
組
内
容 

市に依存しない自主的な経営基盤を確立するよ

う自ら改革に取組み、業務の効率化や経営の健

全化に努めるよう指導を行います。 

効 

果 

等 

漁業協同組合の指導力を向上さ

せることにより、漁業者の生産

性や経営内容を改善することに

つながります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準  備 実  施  

準 備 準 備 準 備 実 施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
漁業者の作業労力削減と漁協の購買事業のコスト削減に資するため、志摩

の国漁協が行った餌料保管庫の整備に対し補助金を支出しました。 

平成１８年度 
水揚げされた漁獲物の鮮度保持と衛生管理に資するため、志摩の国漁協が

行う製氷貯氷施設の整備に対し補助金を支出しました。 

 



 

 ２１

２．事務事業の見直し 

（１）事務事業の見直しと再構築 

※№４６に同じ 

 

 

 

（２）行政評価制度の構築及び環境問題への取組み 

項 目 行政評価制度の導入 ＮＯ ４６ 

所 管 企画部企画政策課 関係課等 全ての部課 

取
組
内
容 

行政評価制度の導入により、まず予算編成と連

動した事務事業評価、総合計画と連動した政

策・施策評価へと展開していきます。外部評価

の活用など、より客観的で市民に分かりやすい

評価となるよう制度の充実を計っていきます。

効 
果 

等 

ＰＤＣＡサイクル（計画→実施

→評価→改善）により効率的な

事務執行が可能となります。職

員の意識改革、効果的な財政運

営を行うことができます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 検討・準備 実  施  

検 討 検 討 検討・準備 実 施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
２０年度導入に向け、他自治体の行政評価制度を参考に、設定項目等分析

シートの内容検討を行いました。 

平成１８年度 行政評価制度の設定項目等分析シートの内容検討を行いました。 
 

 

 

（３）公共事業の抑制と重点化 

項 目 公共事業総合推進本部の設置 ＮＯ ４７ 

所 管 建設部建設整備課 関係課等 関係部課 

取
組
内
容 

公共事業の各種施策を総合的に推進・調整し、

その円滑かつ効果的な実施を図るため「志摩市

公共事業総合推進本部」を設置します。 

効 

果 

等 

公共工事にかかる設計積算等の

適正化を図るとともに、公共事

業にかかる情報システムの運用

管理及び開発の推進が図れま

す。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準  備 実  施  

検 討 検 討 準 備 実 施  
具体的な取組み内容 

平成１７年度 ２０年度実施に向け、部内で検討会議を行いました。 
平成１８年度 ２０年度実施に向け、部内で検討会議を行いました。 
 

 

 

 

 

 



 

 ２２

３．公営企業の経営健全化 

（１）公営企業の経営健全化の推進 

項 目 水道事務所(志摩町和具・浜島)の業務移転に伴う事務所の閉鎖 ＮＯ ４８ 

所 管 上下水道部水道課 関係課等  

取
組
内
容 

 

業務を統合移転し志摩町和具水道事務所及び浜

島水道事務所を閉鎖することで経営の健全化を

図ります。 

効 

果 

等 

年間 3,473 千円の削減が見込め

ます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検 討 実  施    

検 討 実 施    

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
１７年度末に和具水道事務所及び浜島水道事務所の閉鎖並びに和具水道事

務所宿日直管理員を廃止しました。 

平成１８年度 ４月から志摩支所及び浜島支所にて窓口対応を開始しました。 

 
 
項 目 下水道事業経営の健全化の検討 ＮＯ ４９ 

所 管 上下水道部下水道課 関係課等  

取
組
内
容 

下水道事業の経営基盤の強化、経営の健全化を

図るため、今後更なる検討を図ります。下水道

事業の一事業一会計の基本原則に基づき、会計

方式の見直しを検討します。 

効 

果 

等 

会計方式を統一し、事務執行の

効率化を図ります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 検  討 準  備 準  備 

検 討 検 討 検 討 準 備 準 備 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
志摩市下水道会計と公営企業会計の整合性について課内で検討しました。 
公営企業法の事務講習会に参加しました。 

平成１８年度 

志摩市下水道会計と公営企業会計の整合性について課内で検討しました。 
企業会計の事務講習会に参加しました。 
他自治体の取組み事例を調査しました。 

 
項 目 病院事業経営健全化の検討 ＮＯ ５０ 

所 管 病院事業部 関係課等  

取
組
内
容 

病院事業の経営の健全化及び合理化を図るた

め、市立病院の統合を行います。 
効 

果 

等 

余剰人員の削減により大幅な経

費の削減が見込めます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・準備 実  施   

検 討 検討・準備 準 備 実 施  
具体的な取組み内容 

平成１７年度 市立病院統合に向けて調査を実施しました。 

平成１８年度 市立病院統合に向けて新市立病院のあり方・規模等を検討しました。 



 

 ２３

４．歳入の確保 

（１）財源の確保と受益者負担の適正化 

項 目 市税収入の確保 ＮＯ ５１ 

所 管 総務部収税課 関係課等  

取
組
内
容 

身近な納税相談所の開設、口座振替の推進、三

重地方税管理回収機構への移管、欠損処分と法

的措置（差押等）、大口滞納者との相談など引続

き実施します。現年度分については、コンビニ

を利用した収納対応も検討します。 

 

効 

果 

等 

収納率の向上が図れ、自主財源

の確保につながります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

準備・実施 実  施    

一部実施 一部実施 一部実施 実 施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

「納税相談への呼びかけ」と「口座振替の推進」に取組みました。 
高額滞納者には、最終移管通知（回収機構の仕組みと移管の内容を説明し

たもの）を発送し、納税相談に来庁された滞納者と納付誓約を交わしまし

た。その他の滞納者については志摩市事案移管選定委員会に諮り三重地方

税管理回収機構に滞納業務を移管しました。法的措置として、預金の差押

（換価処理）と不納欠損処分を行いました。また、徴収では現年度分を対

象に、課税課と合同で１１月初旬２週間と５月の２週間を徴収強化週間と

して臨戸徴収と電話催告を実施しました。 
職員研修として三重地方税管理回収機構に職員を派遣しました。（１７年

４月から１９年３月までの２年間） 

平成１８年度 

三重地方税管理回収機構へ滞納者の徴収業務を移管しました。 
志摩市未収金対策検討委員会を設立し、収納体制を整備しました。 
徴収業務強化のため、相互併任職員として伊勢県税事務所で研修を受講し

ました。 
引続き、口座振替を推進しました。 
「電話催告システム導入」を検討しました。 
徴収強化週間活動を実施しました。 
滞納者の調査活動（財産等）を積極的に行いました。 
コンビニ収納の導入については、志摩市未収金対策検討委員会で導入経費

やランニングコスト、収納率の向上等について導入済み市町の実情も踏ま

え検討した結果、当面見送ることとし、口座振替の推進を今後も進めてい

くことになりました。 

 
 
項 目 住宅新築資金等貸付償還事務の徴収体制の強化 ＮＯ ５２ 

所 管 生活環境部人権啓発推進課 関係課等  

取
組
内
容 

債務者（借受人）のみならず連帯保証人への請

求、法的措置など償還指導をさらに強化します。

税金、水道料金など他の公共料金等の担当課と

連携を密にし、更なる滞納の回収に努めます。

 

 

効 

果 

等 

償還金収納率の向上及び自主財

源の確保につながります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・準備 実  施   

検 討 検討・準備 実 施 継続実施 継続実施 



 

 ２４

具体的な取組み内容 

平成１７年度 

「志摩市住宅新築資金貸付償還金の収納及び滞納整理に関する事務取扱要

綱」により、償還事務を推進しました。①督促状の送付、②催告書の送付、

③来課要請書の送付、（①～③と並行して臨宅訪問・電話による指導を随時

実施）④連帯保証人宛に償還指導通知の送付、⑤再度の償還指導通知の送

付、以上を実施しました。 

平成１８年度 

上記の他に、三重県住環境整備事業推進協議会が主催する担当者研修会、

債権回収のための法律実務のセミナー（同協議会から派遣）等に参加し、

知識の習得に努めました。 
志摩市未収金対策検討委員会に参加しました。 

 
 
項 目 新たな財源の確保 ＮＯ 52－１

所 管 総務部総務課 関係課等  

取
組
内
容 

市の印刷物等への広告掲載募集を行い、掲載に

対する広告収入を見込みます。 
 
 
 

効 

果 

等 

自主財源を確保するだけでな

く、地域経済の活性化にもつな

がります。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

     

 検討・実施 継続実施 継続実施 継続実施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 なし 

平成１８年度 

１０月に志摩市広告掲載要綱、志摩市広告掲載基準を策定、施行し、汎用

封筒（角２・長３）、窓口封筒（長３）の裏面に広告掲載等を募集しました。 
１月に、広報しまや市ホームページへの広告掲載に向け、市ホームページ

の広告掲載の要綱・基準を策定しました。２月には、広報しまと市ホーム

ページの広告主を募集し、１９年度４月からの掲載を目指しました。 
 

 

５．公共施設の見直しと財産の有効活用 

（１） 公共施設の適正配置と管理運営の見直し 

項 目 保育所の見直し ＮＯ ５３ 

所 管 健康福祉部児童福祉課 関係課等 教育委員会 

取
組
内
容 

幼・保一元化検討委員会の立上げ、地域住民の

意識調査及び説明会を実施しながら、各幼稚園

と保育所の幼・保一元化及び整備について教育

委員会と協議します。 

効 

果 

等 

人件費の削減が図れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 準備・実施   

検 討 検  討 準 備 実 施 継続実施 

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
教育委員会と児童福祉課で、志摩市幼・保一元化検討準備会を設置し検討

しました。 

平成１８年度 
引続き、幼・保一元化検討準備会で検討しました。 
また、幼・保一元化検討委員会の立上げを準備しました。 



 

 ２５

項 目 斎場・火葬場の整備 ＮＯ ５４ 

所 管 生活環境部清掃課 関係課等  

取
組
内
容 

新斎場を建設し、現在ある２施設を１施設に集

約します。事業手法については、市民サービス

の向上、経費の節減が図れる手法の有無、民間

活力の導入の実現可能性についてあらゆる側面

から検討します。 

効 

果 

等 

新斎場の建設後は、１施設での

運営が可能となるため効率化が

図れます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・準備 準  備 実  施  

検 討 検 討 検討・準備 準 備 実 施 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 
火葬場建設候補地について調査、研究を行いました。 
事業手法について検討しました。 

平成１８年度 引続き、候補地の調査、研究を行いました。 
 
項 目 下水道処理施設の包括的民間管理委託の検討 ＮＯ ５５ 

所 管 上下水道部下水道課 関係課等  

取
組
内
容 

下水道処理施設（浄化センター等）の施設管理

委託について、安全で効率的・経済的な維持管

理及びコストの縮減を推進していくため、最適

な管理手法を検討していきます。 

効 

果 

等 

施設の管理・修繕についても、

現場に即した対応ができ、コス

トの削減が行えます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検  討 検  討 準  備 準  備 

検 討 検 討 検 討 準 備 準 備 
具体的な取組み内容 

平成１７年度 

包括的民間委託についての研修会に参加しました。下水道処理施設(浄化セ
ンター等)の運転管理業務の一括委託により施設のコストダウンを行いまし
た。 

平成１８年度 包括的民間委託について検討しました。 

 

（２）財産の有効活用の総合的推進 

項 目 財産台帳の整備 ＮＯ ５６ 

所 管 総務部財政課 関係課等 関係部課 

取
組
内
容 

公有財産台帳の整備が不十分なため、早急に台

帳整備を進めます。 効 

果 

等 

市有財産の適正で、効率的な財

産管理ができます。公共施設の

見直しや財産有効活用の総合的

推進のための基礎データとなり

ます。 

目    標    年    度 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

検  討 検討・実施    

検 討 実 施 継続実施 継続実施  

具体的な取組み内容 

平成１７年度 
公有財産台帳の整備方法等について検討しました。２０年度システム導入

を目標に、段階的な整備計画案を作成しました。 
平成１８年度 公有財産台帳の基礎資料作成に着手しました。 
 


